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１． 栗原市の概要 

栗原市は、宮城県の北西部に位置し、平成１７年４月１日に９町１村が合併し、誕生しました。 

市の北部は、岩手県や秋田県と接し、西部から南部にかけては大崎市に、東部は登米市と隣接

しており、面積は宮城県内最大で８０５．００ｋ㎡でありますが、その約半分は森林・原野が占

めています。令和６年３月末現在の人口は６１，３１８人で、そのうち６５歳以上の高齢者人口

は２６，０９１人、高齢化率は４２．６％と年々増加傾向にあります。 

市内の交通体系は、国道４号と東北自動車道が南北に貫き、東西には国道３９８号が交差して

おり、平成２３年１１月には、栗原圏域と登米圏域の交流や連携を強化する地域高規格道路とし

て、みやぎ県北高速幹線道路が開通しました。 

また、鉄道網についても恵まれた環境にあり、東北新幹線やＪＲ東北本線が市内を縦貫し、仙

台市や首都圏と直結しています。 

 自然環境では、市北西部に国定公園に指定されている標高１,６２６ｍの栗駒山がそびえ、その

栗駒山から迫川や二迫川、三迫川が南東に流れており、市の南東部にはラムサール条約登録湿地

である伊豆沼や内沼があり、山林や丘陵、平地、湖沼と変化に富んだ地形を形成しています。    

さらに平成２７年９月には、栗原市全域が日本ジオパークに認定され、貴重な自然遺産を抱え

る地域であることが証明されました。 

２．庁舎施設概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
名   称 栗 原 市 消 防 庁 舎 

所  在  地 栗原市築館字留場中田 111番地 1、199番地（防災駐車場） 

敷 地 面 積 庁舎・車庫・訓練施設：5,544.99㎡、防災駐車場：2,672.45㎡ 

構   造 
庁舎：鉄骨造３階建（免震構造）、車庫：鉄骨造２階建（耐震構造） 

防災倉庫：鉄骨造平屋建 

延 べ 面 積 庁舎等：3,802.80㎡、防災倉庫：211.68㎡ 

建  築  費 1,811,305,000円 

建 築 年 度 平成１７～１９年度 
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名  称 東 分 署 

所  在 
栗原市若柳字福岡小谷町浦

157番地 2 

敷地面積 2,556.0㎡ 

構  造 鉄骨造平屋建 

延べ面積 603.49㎡ 

建 築 費 210,165,000 円 

建築年度 平成２１年度 

備  考  

名  称 北  分  署 

所  在 
栗原市栗駒中野田町西 44 番

地 2 

敷地面積 2,500.48 ㎡ 

構  造 鉄骨造平屋建 

延べ面積 604.45㎡ 

建 築 費 234,048,000 円 

建築年度 平成２３年度 

備  考  

名  称 南 出 張 所 

所  在 栗原市瀬峰上富前 295番地 2 

敷地面積 2,000.05 ㎡ 

構  造 鉄骨造平屋建 

延べ面積 506.87㎡ 

建 築 費 177,120,000 円 

建築年度 平成２０年度 

備  考  

名   称 西 出 張 所 

所 在 地 栗原市一迫字嶋躰反町 77番地 2 

敷地面積 2,001.02 ㎡ 

構  造 鉄骨造平屋建 

延べ面積 461.76 ㎡ 

建 築 費 183,073,000 円 

建築年度 平成２２年度 

備  考  
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３．栗原市消防本部の沿革 
    年 月            内         容        

 昭和43年11月        栗原郡10カ町村が、知事に栗原地区消防事務組合の設立許可を申請。(11月15日) 

11月 宮城県知事から栗原地区消防事務組合の設置許可を受ける。 

         （11月20日 宮城県指令第15899～15908号） 

 昭和44年 4月 栗原地区消防事務組合が発足し、第1回組合議会が開催。 

      4月 消防本部及び消防署を置かなければならない市町村を定める等の政令の一部が 

        改正され、栗原郡10カ町村が政令指定になる。 

      4月 栗原地区消防事務組合消防本部を設置。（4月1日） 

 昭和45年 2月 消防本部・築館消防署庁舎が竣工。 

      3月 栗駒分署及び鶯沢出張所庁舎が竣工。 

      4月 栗原地区消防事務組合築館消防署を設置。（4月1日） 

         職員定数を72名に定め、1本部1署2分署1出張所体制で消防業務を開始。 

        （職員数57名、消防ポンプ車8台） 

      11月 若柳分署庁舎が竣工し、旧若柳町常備部庁舎から移転。 

  昭和46年 3月 職員定数を80名に改める。 

      4月 築館消防署に救急車1台を配備し、救急業務を開始。 

      6月 栗原郡10カ町村が、救急業務を行わなければならない市町村に指定される。 

     10月 栗原消防音楽隊が発足。 

  昭和47年 3月 職員定数を86名に改める。 

      4月 高清水町に南分遣所を設置。 

  昭和48年 3月 職員定数を98名に改める。 

      4月 一迫町に西分遣所を設置。 

      12月 築館消防署に救急車を1台増強し2台配備とする。化学車も配備する。 

  昭和49年 3月 職員定数を110名に改める。 

      4月 金成町に北分遣所を設置。 

      8月 鶯沢出張所を分署に昇格する。 

  昭和52年 1月 栗駒分署に救急車1台配備。 

  4月 職員定数を118名に改める。 

       5月 築館消防署に救助訓練搭を建設。 

     10月 築館消防署にマイクロバス配備。 

     11月 若柳分署に救急車1台を配備。 

  昭和53年 4月 職員定数を119名に改める。 

      7月 築館消防署特別救助隊を設立。 

     11月 築館消防署に救助工作車配備。 

  昭和54年 3月 栗原地区消防事務組合を解散。(3月31日) 

  4月 栗原地域広域行政事務組合消防本部と築館消防署が発足。(4月1日) 

      4月 職員定数を122名に改める。 

  昭和55年 3月 消防本部通信指令室を拡張し、通信指令装置を更新。 

  昭和58年 4月 隔日勤務者の勤務体制、4週5休制を採用。 

  昭和60年 4月 消防本部に防災無線ファクシミリを設置。 

  昭和62年10月 

  平成元年 3月 

  平成 5年 4月 

10月 

  平成 6年 1月 

11月 

平成10年 3月 

職員定数を125名に改める。 

4週6休制を実施。 

週休2日制の実施。総合防災情報システム端末設備の運用を開始。 

職員定数を135名に改める。 

鶯沢分署に救急車1台を配備。 

築館消防署の救助工作車を更新（Ⅱ型） 

鶯沢分署を移転。(3月5日) 栗原消防音楽隊活動を休止。(3月31日) 
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   年 月             内           容        

平成10年 4月 
平成11年 4月 
平成12年10月 

 平成13年 2月 
 平成14年 2月 
平成15年12月 

  12月 
平成17年 3月 

 4月 
4月 
10月 

平成18年 2月 
3月 
6月 
10月 

平成19年 3月 
3月 
4月 
 5月 

平成20年 3月 
6月 

 
 
 
 
 

10月 
平成21年 3月 

4月 
4月 

 
4月 
8月 
10月 
12月 

平成22年 2月 
3月 
4月 
9月 

平成23年 3月 
 
 
 

3月 
4月 
5月 
10月 

平成24年 1月 
3月 
4月 
4月 
5月 

平成25年 3月 
3月 

築館消防署の救急車1台を高規格救急車に更新。 
栗原消防音楽隊を廃止。 
築館消防署の指令車を更新。 
若柳分署の救急車を高規格救急車に更新。  
職員定数を140名に改める。 
栗駒分署の救急車を高規格救急車に更新。 
若柳分署の消防ポンプ自動車を災害対応特殊ポンプ車に更新。 
栗原地域広域行政事務組合を解散。（3月31日） 
栗原市消防本部並びに栗原市築館消防署が発足。（4月1日） 
消防本部総務課に消防団係を置き、人事教養係を廃止。 
総務部危機管理室ヘ消防団係が移管。消防庁舎建設着工。 
築館消防署の2B型救急車を高規格救急車に更新。 
職員定数を165名に改める。 
高機能消防指令センター設備工事着工。 
消防庁舎移転。（仮使用） 
高機能消防指令センター設備工事が完了し運用開始。 
鶯沢分署のBD-1型消防ポンプ自動車を改めCD-1型消防ポンプ自動車を配備。 
消防庁舎が竣工。 
消防庁舎内に併設した防災学習センターの運用を開始。 
西分遣所のBD-1型消防ポンプ自動車を改めCD-1型消防ポンプ自動車を配備。 
6月14日午前8時43分頃、岩手・宮城内陸地震が発生。市内最大震度６強、マグ
ニチュード7.2を観測。市北西部の栗駒・花山地区を中心に地滑りや土石流、山
地崩落、住宅や道路が損壊し、死者９人、行方不明者８人、その他多数の負傷
者が出た。 
県広域消防相互応援協定により県内消防本部（局）に応援要請。(6月14～23日)
消防組織法により県知事に緊急消防援助隊の応援を要請。(6月14～19日) 
南出張所庁舎の建設を着工。 
南出張所が竣工し、南分遣所を廃止。 
消防署の名称を栗原市栗原消防署に改め、南出張所の業務を開始。 
南出張所救急業務を開始。（栗原消防署配備の高規格救急車2台のうち1台を南
出張所へ配備） 
総務部危機管理室から消防団係が消防本部総務課へ移管。 
東分署庁舎の建設を着工。 
若柳分署の高規格救急車を更新。 
栗原消防署の化学車を更新。 
栗原消防署の指揮車を更新。東分署が竣工し、若柳分署を廃止。 
栗原消防署の救助工作車をⅢ型に更新。北分遣所を廃止。 
東分署業務を開始。栗原市消防団協力事業所表示証交付制度開始。 
西出張所庁舎の建設を着工。 
3月11日午後2時46分頃、東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)が発生。栗原市
は全国最大の震度7を記録。マグニチュードは9.0を観測。死者は全国で1万5千
人を超えた。市内では、住宅や道路の損壊、液状化現象、各種ライフラインの
寸断等の被害が出た。 
西出張所が竣工。 
西分遣所を廃止。 
西出張所業務開始。査察車1台、救急車1台を鶯沢分署から移転配備。 
北分署庁舎の建設を着工。 
西出張所の救急車を高規格救急車に更新。 
北分署が竣工し、栗駒分署、鶯沢分署を廃止。 
北分署業務開始。 
消防本部総務課庶務係と消防団係を統合し総務係とする。 
防災学習センター利用者1万人達成。 
栗原消防署の高規格救急車1台を更新。 
北分署の高規格救急車1台を更新。 
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   年 月             内           容        

平成26年 6月 
11月 

平成27年 1月 
 3月 
3月 
4月 

平成28年 3月 
 

3月 
9月 
12月 

平成29年 2月 
 3月 

平成30年 3月 
6月 

平成31年 1月 
令和 3年 1月 

 2月 
3月 
11月 

令和 4年 1月 
11月 

令和 5年 1月 
令和 6年 1月 

消防救急無線デジタル化整備工事着工。 
消防本部総務課に防災活動車1台を配備。 
南出張所の高規格救急車を更新。 
栗原消防署に水槽車1台を配備。 
消防救急無線デジタル化整備工事完了。 
消防救急無線デジタル化運用開始。 
栗原消防署の資機材搬送車両（1.5ｔ積載）を積載容量2.9ｔ可能な車両に大型
化し更新。 
東分署の水槽付消防ポンプ自動車（Ⅰ-B型）を更新。 
栗原消防署に資機材搬送車両（軽搬送車）1台を配備。 
東分署の高規格救急車を更新。 
北分署の水槽付消防ポンプ自動車（Ⅰ-B型）を更新。 
栗原消防署の指令車を更新（1ボックスワゴン型）。 
東分署の消防ポンプ自動車（圧縮空気泡消火装置付CD-1型）を更新。 
高機能消防指令センターの改修工事着工。 
高機能消防指令センターの改修工事完了。 
栗原消防署の高規格救急車を更新。 
南出張所の消防ポンプ自動車（圧縮空気泡消火装置付CD-1型）を更新。 
高機能消防指令センターの指令装置（情報系）を更新。 
西出張所の消防ポンプ自動車（圧縮空気泡消火装置付CD-1型）を更新。 
栗原消防署の高規格救急車を更新。 
北分署の高規格救急車を更新。 
北分署の消防ポンプ自動車（圧縮空気泡消火装置付CD-1型）を更新。 
西出張所の高規格救急車を更新。 
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４．栗原市消防本部・消防署所等所在地及び管轄区域 

 

◆凡 例◆ 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

消 防 機 関 所 在 地 

名   称 所  在  地 電話番号 FAX 番号 郵便番号 

栗原市消防本部 栗原市築館字留場中田 111番地 1 
(0228） 
22-1191 

(0228) 
22-5870 

987-2272 

栗 原 消 防 署 栗原市築館字留場中田 111番地 1 22-8511 22-8514 987-2272 

東 分 署 栗原市若柳字福岡小谷町浦 157番地 2 32-2621 32-2931 989-5505 

北 分 署 栗原市栗駒中野田町西 44番地 2 45-2109 45-2135 989-5351 

南 出 張 所 栗原市瀬峰上富前 295番地 2 59-2119 59-4119 989-4563 

西 出 張 所 栗原市一迫字嶋躰反町 77番地 2 54-2120    54-2136 987-2306 

 

 

 

 周 囲  １５２km 

 東 西   ４７km 

 南 北   ４５km 

北分署管内 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和6年3月31日現在

地 区 名 面積(k㎡) 人口(人) 世 帯 数
1ｋ㎡当たり

人口密度(人）
1ｋ㎡当たり

世帯密度(世帯）

12,354 5,406

( 142 ) ( 109 )

10,910 4,350

( 86 ) ( 57 )

9,401 3,786

( 58 ) ( 36 )

3,319 1,371

( 208 ) ( 156 )

6,334 2,476

( 44 ) ( 24 )

3,922 1,530

( 18 ) ( 6 )

1,958 793

( 3 ) ( 0 )

5,808 2,241

( 48 ) ( 32 )

6,444 2,455

( 69 ) ( 52 )

868 403

( 7 ) ( 0 )

61,318 24,811

( 683 ) ( 472 )

※人口及び世帯数の下段（　）は外国人登録人数及び世帯数。
※令和6年1月に国土地理院から公表された栗原市の面積は805.00k㎡ですが、地区毎の面積が
　不明であることから、従前の面積を表記しております。

金額(千円) 割合(％)

△ 654,000 98.5

△ 23,030 98.8

1　常備消防費 87,092 107.1

2　非常備消防費 △ 19,573 89.9

3　消防施設費 187,686 360.9

4　水防費 △ 12,364 38.1

5　災害対策費 △ 265,871 20.367,685

42,723,000

1,842,568

4.3%

1,223,200

193,880

71,947

19,985

333,556

消　　防　　費

対一般会計構成比(%)

内
訳

42,069,000

1,819,538

4.3%

1,310,292

174,307

259,633

7,621

６. 令和６年度消防予算(当初予算)

区　　　　分
対前年度比6年度当初予算

(千円)
5年度当初予算

(千円)

一般会計総額

５．管内地区別面積・人口・世帯数

築 館

若 柳

63.69

52.56

244.36

194.0 84.9

207.6 82.8

23.45

87.58

29.28

栗 駒

高 清 水

一 迫

瀬 峰

804.93合 計

37.23

78.45

30.88

157.45

鶯 沢

金 成

志 波 姫

花 山

38.5 15.5

141.5 58.5

72.3 28.3

133.9 52.3

52.6 21.3

74.0 28.6

208.7 79.5

5.5 2.6

76.2 30.8
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(　課　長　)

( 消 防 長 ） (　課　長　）

( 次　　長 ）

(　課　長　）

( 分 署 長 )

( 分 署 長 )

（ 出張所長 ）

（ 出張所長 ）

総 務 係

予 防 係

救 急 係

７．消防の組織・機構(本部、署所） 令和6年4月1日現在

予 防 係

予 防 課

栗原消防署

機 械 係

庶 務 係

予 防 係

( 副 署 長 ）

( 署    長 ）

北 分 署

救 急 係

庶 務 係

警 防 係

指 令 係

庶 務 係

機 械 係

救 助 係

警 防 係

警 防 係

救 急 係

警 防 係

消 防 本 部

予 防 係

警 防 課
警 防 係

総 務 課

予　防　係

市　　　　長

西 出 張 所

救 急 係

東 分 署

警 防 係

予 防 係

救 急 係

南 出 張 所

機 械 係



－ 9－

(　課　長　)

( 消 防 長 ） (　課　長　）

( 次　　長 ）

(　課　長　）

( 分 署 長 )

( 分 署 長 )

（ 出張所長 ）

（ 出張所長 ）

総 務 係

予 防 係

救 急 係

７．消防の組織・機構(本部、署所） 令和6年4月1日現在

予 防 係

予 防 課

栗原消防署

機 械 係

庶 務 係

予 防 係

( 副 署 長 ）

( 署    長 ）

北 分 署

救 急 係

庶 務 係

警 防 係

指 令 係

庶 務 係

機 械 係

救 助 係

警 防 係

警 防 係

救 急 係

警 防 係

消 防 本 部

予 防 係

警 防 課
警 防 係

総 務 課

予　防　係

市　　　　長

西 出 張 所

救 急 係

東 分 署

警 防 係

予 防 係

救 急 係

南 出 張 所

機 械 係

水火災その他の災害の警防活動に関すること。

消防団の運用及び訓練等に関すること。

37

水火災その他の災害の防御計画に関すること。

35

消防団の組織に関すること。

33

36
消防団が使用する施設（消防水利を除く。）の整備計
画及び維持管理に関すること。

宮城県消防協会栗原地区支部の事務に関すること。

警防課 警 防 係

39 その他消防団に関すること。

41 本部内の他の課に属さない事務に関すること。

1

3

消防相談に関すること。

消防施設（消防水利を含む。）の整備計画、維持管
理、運用及び統制に関すること。

4

総務課

2

3

5

24

16

18

31

総 務 係

34

８．消防本部事務分掌

1

4

14

9

6

7

消防本部

8

10

12

予算の編成、執行、決算及び経理に関すること。

職員の給与及び手当に関すること。

消防施設整備等総合調整に関すること。

11

消防関係財産の維持管理に関すること。

物品等の調達及び検収に関すること。

貸与品に関すること。

21

22

17

19

20

13

15

事務の総合調整及び連絡調整に関すること。

儀式、交際、行事及び会議に関すること。

公印の保管に関すること。

諸規程の立案及び制定手続きに関すること。

消防庁舎、施設の管理運営に関すること。

文書の収受、発送、編さん、保存及び廃棄に関すること。

他機関との連絡調整に関すること。

消防団員の任免、服務、表彰その他消防団員の身分に
関すること。

消防団員の公務災害補償に関すること。

公務災害に関すること。

職員の福利厚生に関すること。

防災学習センターに関すること。

消防行政広報に関すること。

職場の安全、衛生及び防火管理に関すること。

消防組織の管理及び職員の配置に関すること。

23

32

27

勤務成績の評定に関すること。

職員の勤務時間及び勤務条件に関すること。

28 消防表彰に関すること。

消防事務の諸証明及び手数料に関すること。

30

26

消防隊の運用計画及び消防技術の訓練指導に関するこ
と。

消防の記録及び統計に関すること。

報道機関との連絡調整に関すること。

2

消防長会及び消防協会に関すること。

事務監察に関すること。

職員の階級、任免、給与、分限、懲戒、服務及び賞罰
その他身分に関すること。

職員の研修及び資格取得に関すること。

消防団員の衛生管理及び福利厚生に関すること。

25

29

38

消防団員の貸与品に関すること。

40

消防団が使用する車両の整備計画、維持管理に関する
こと。

水火災その他の災害の警防活動に関すること。

消防団の運用及び訓練等に関すること。

37

水火災その他の災害の防御計画に関すること。

35

消防団の組織に関すること。

33

36
消防団が使用する施設（消防水利を除く。）の整備計
画及び維持管理に関すること。

宮城県消防協会栗原地区支部の事務に関すること。

警防課 警 防 係

39 その他消防団に関すること。

41 本部内の他の課に属さない事務に関すること。

1

3

消防相談に関すること。

消防施設（消防水利を含む。）の整備計画、維持管
理、運用及び統制に関すること。

4

総務課

2

3

5

24

16

18

31

総 務 係

34

８．消防本部事務分掌

1

4

14

9

6

7

消防本部

8

10

12

予算の編成、執行、決算及び経理に関すること。

職員の給与及び手当に関すること。

消防施設整備等総合調整に関すること。

11

消防関係財産の維持管理に関すること。

物品等の調達及び検収に関すること。

貸与品に関すること。

21

22

17

19

20

13

15

事務の総合調整及び連絡調整に関すること。

儀式、交際、行事及び会議に関すること。

公印の保管に関すること。

諸規程の立案及び制定手続きに関すること。

消防庁舎、施設の管理運営に関すること。

文書の収受、発送、編さん、保存及び廃棄に関すること。

他機関との連絡調整に関すること。

消防団員の任免、服務、表彰その他消防団員の身分に
関すること。

消防団員の公務災害補償に関すること。

公務災害に関すること。

職員の福利厚生に関すること。

防災学習センターに関すること。

消防行政広報に関すること。

職場の安全、衛生及び防火管理に関すること。

消防組織の管理及び職員の配置に関すること。

23

32

27

勤務成績の評定に関すること。

職員の勤務時間及び勤務条件に関すること。

28 消防表彰に関すること。

消防事務の諸証明及び手数料に関すること。

30

26

消防隊の運用計画及び消防技術の訓練指導に関するこ
と。

消防の記録及び統計に関すること。

報道機関との連絡調整に関すること。

2

消防長会及び消防協会に関すること。

事務監察に関すること。

職員の階級、任免、給与、分限、懲戒、服務及び賞罰
その他身分に関すること。

職員の研修及び資格取得に関すること。

消防団員の衛生管理及び福利厚生に関すること。

25

29

38

消防団員の貸与品に関すること。

40

消防団が使用する車両の整備計画、維持管理に関する
こと。
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予防課

13 り災証明に関すること。

14 消防事務の諸証明及び手数料に関すること。

開発行為の協議に関すること。

応急手当の普及啓発に関すること。

感染予防対策に関すること。

17 危険物安全協会事務に関すること。

8 宮城県総合防災情報システムの運用に関すること。

2

医療機関との連絡調整に関すること。

12

防災広報に関すること。

13

消防相互応援協定及び緊急消防援助隊に関すること。

東日本高速道路株式会社との連絡調整に関すること。

防災ヘリコプターの要請に関すること。

12

自主防災組織の指導に関すること。

消防車両の燃料に関すること。

5

6

17

20

8

9

10

14

15

5

建築確認の同意に関すること。4

通信記録の保全に関すること。

通信施設の整備保全に関すること。

宮城県地域衛星通信ネットワークの運用に関するこ
と。

7

消防用設備等の規制に関すること。

災害情報の受信及び出場指令に関すること。

メディカルコントロール体制に関すること。

ドクターヘリの要請に関すること。

火災統計及び火災報告に関すること。

1

1

18

その他課内他係に属さない事務に関すること。22

火災及び人命危険の予防対策に関すること。

防火管理者の資格付与及び指導に関すること。

16 女性防火クラブに関すること。

8

19

災害通信の運用、通信統制及び指導に関すること。

予防査察に関すること。

火災予防条例の規定に基づく届出その他の手続に関す
ること。

3

4

21

幼年及び少年消防クラブに関すること。

火災予防思想の普及及び広報に関すること。

22 その他課内他係に属さない事務に関すること。

法令に係る違反処理に関すること。

民間防火組織の育成指導に関すること。

18

火災原因及び損害調査に関すること。

11

15

液化石油ガス、高圧ガス等の防火指導に関すること。9

20 火災予防相談に関すること。

防火対象物の安全対策に関すること。

予 防 係

指 令 係

9

2

7

消防情報の収集及び情報の提供に関すること。

気象情報の伝達に関すること。

危険物の規制に関すること。

火薬類の規制に関すること。

その他通信設備等の総合企画調整に関すること。

6

16

21

11

19

7

5

6

10

3

警防、救急及び救助統計に関すること。

国民保護に関すること。

特別警戒及び非常災害に関すること。

消防車両の整備計画、維持管理、運用及び統制に関す
ること。

消防用資機材の研究開発及び整備管理に関すること。
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 ９．栗原消防署事務分掌

警 防 係

15 自主防災組織の指導に関すること。

5 防火対象物の安全措置の指導に関すること。

6 危険物施設の安全措置の指導に関すること。

2 予防査察計画及び検査指導に関すること。

3 火災原因調査、損害調査及び火災報告に関すること。

4 消防用設備等の設置指導及び検査に関すること。

14 警防統計に関すること。

16 その他警防業務に関すること。

1 火災予防の計画及び指導に関すること。

11 消防隊員の安全管理に関すること。

12 消防活動及び警防検討会に関すること。

13 警防関係の火災予防条例届出に関すること。

7 消防隊の運用及び訓練に関すること。

10 自衛消防隊の育成指導に関すること。

8 消防演習及び訓練計画に関すること。

9 消防団の訓練指導に関すること。

4 密集地の火災防御計画に関すること。

5 特殊建築物の火災防御計画に関すること。

6 避難訓練の指導に関すること。

1 火災等の警防及び対策に関すること。

2 消防地水利に関すること。

3 消防通信に関すること。

19 その他他の係に属さない事務に関すること。

18 防災学習センターの運用に関すること。

15 署員の安全運転管理に関すること。

16 署員の公務災害及び事故報告に関すること。

17 貸与品の使用管理に関すること。

13 署員の福利厚生に関すること。

庶 務 係

14 署員の安全衛生に関すること。

11 物品の出納保管に関すること。

12 消防署の維持及び火気管理に関すること。

9

6 署員の配置、身分及び表彰に関すること。

消防統計に関すること。

10 配当予算の執行管理に関すること。

7 署内における各種会議に関すること。

8 署員の教養訓練に関すること。

3 文書の収受、発送及び引継ぎに関すること。

4 公印（消防署長が管理するものに限る。）の管理に関すること。

5 署員の勤務及び服務に関すること。

栗原消防署

1 消防署の事務事業計画の立案及び総合調整に関すること。

2 消防署の庶務に関すること。

予 防 係
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火災予防思想の普及及び広報に関すること。

12

10
幼年、少年消防クラブ及び女性防火クラブの育成指導
に関すること。

救 助 係

機 械 係

5

1

13

通信機器の保守点検に関すること。

4 機関員の技術管理に関すること。

予防関係違反処理に関すること。

その他救助に関すること。

7 その他機械業務に関すること。

1

2

3

救急技術の訓練指導に関すること。

救急資器材の管理に関すること。

5

4

消防車両及び機械器具の維持管理に関すること。

2 燃料の出納管理に関すること。

15 その他火災予防に関すること。

救急対策に関すること。

消防車両及び機械器具の研究に関すること。

6 消防車両及び機械器具の運用統計に関すること。

3

11 予防関係の火災予防条例届出に関すること。

8 少量危険物及び指定可燃物に関すること。

9 防火管理者及び危険物取扱者の指導に関すること。

7 危険物の規制及び調査に関すること。

その他救急に関すること。

救 急 係

6

4 医療機関等との連絡調整に関すること。

14 違反対象物公表制度に関すること。

1

2

3

救助対策に関すること。

特別救助隊の運用及び訓練に関すること。

救助用資機材の管理に関すること。

救急統計に関すること。
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10．消防発足からの消防職員数 

年 度 発足時 昭和 
４５ 

昭和 
４６ 

昭和 
４７ 

昭和 
４８ 

昭和 
４９ 

昭和 
５０ 

昭和 
５１ 

昭和 
５２ 

昭和 
５３ 

昭和 
５４ 

昭和 
５５ 

昭和 
５６ 

定 数 72 72 80 86 98 110 110 110 118 119 122 122 122 

職員数 57 58 80 86 98 108 110 108 108 112 116 116 115 

 吏員数 57 58 80 86 98 108 108 106 106 109 115 115 114 

 その他       2 2 2 3 1 1 1 

年 度 昭和 
５７ 

昭和 
５８ 

昭和 
５９ 

昭和 
６０ 

昭和 
６１ 

昭和 
６２ 

昭和 
６３ 

平成 
元 

平成 
２ 

平成 
３ 

平成 
４ 

平成 
５ 

平成 
６ 

定 数 122 122 122 122 122 125 125 125 125 125 125 135 135 

職員数 118 120 120 120 121 121 122 122 123 119 123 125 127 

 吏員数 117 119 119 119 120 120 121 121 122 118 122 124 126 

 その他 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

年 度 
平成 
７ 

平成 
８ 

平成 
９ 

平成 
１０ 

平成 
１１ 

平成 
１２ 

平成 
１３ 

平成 
１４ 

平成 
１５ 

平成 
１６ 

平成 
１７ 

平成 
１８ 

平成 
１９ 

定 数 135 135 135 135 135 135 135 140 140 140 140 165 165 

職員数 128 130 131 131 134 135 135 135 135 140 140 142 150 

 吏員数 127 129 130 130 133 134 134 134 134 139 139 137 145 

 その他 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 5 5 

年 度 
平成 
２０ 

平成 
２１ 

平成 
２２ 

平成 
２３ 

平成 
２４ 

平成 
２５ 

平成 
２６ 

平成 
２７ 

平成 
２８ 

平成 
２９ 

平成
３０ 

令和
元 

令和
２ 

定 数 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 165 

職員数 155 160 161 160 162 160 160 155 155 159 162 163 163 

 吏員数 151 156 157 156 158 156 157 153 154 158 160 161 161 

 その他 4 4 4 4 4 4 3 2 1 1 2 2 2 

年 度 
令和
３ 

令和 
４ 

令和
５ 

令和
６ 

         

定 数 165 165 165 165          

職員数 161 162 161 162          

 吏員数 159 160 159 160          

 その他 2 2 2 2          

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※発足時は、消防業務開始時点 
※昭和４５年から平成３年までは 

各年１２月３１日現在 
※平成４年以降は、各年４月１日現在 
※再任用職員は含まない 
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11．消防職員定数・現員数及び配置状況           令和6年4月1日現在 

階級別 
 
課署別 

計 消防監 
消 防 

司令長 

消 防 

司 令 

消 防 

司令補 

消 防 

士 長 

消 防 

副士長 
消防士 

その他 

の職員 
再任用 

定 数 １６５          

現 員 数 １６５ １ ８ ２２ ５２ ３７ ２２ １８ ２ ３ 

消

防

本

部 

消防長 １ １         

次 長 １  １        

総務課 １１  １ １ ２ ４  ２ １  

 

市長部

局出向 
２     ２     

県出向 １     １     

初任総

合教育 
２       ２   

警防課 １８  １ ２ ６ ４ ３  １ １ 

予防課 ６  １ １ １ １ １   １ 

栗 原 消 防 署 ４８  ２ ６ １５ １０ ８ ６  １ 

東 分 署 ２２  １ ４ ８ ４ ２ ３   

北 分 署 ２２  １ ４ ８ ４ ２ ３   

南 出 張 所 １８   ２ ６ ５ ３ ２   

西 出 張 所 １８   ２ ６ ５ ３ ２   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

宮城県消防学校専科教育入校者による伝達講習 令和５年度公務員合同就職ガイダンス 
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区分 計

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

事

務

職

員

区分 計

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

事

務

職

員

18歳 1 1 １年未満 2 2

19歳 1年 3 3

20歳 3 3 2年 2 2

21歳 4 4 3年 5 5

22歳 4 4 4年 2 2

23歳 4 4 5年 4 4

24歳 3 1 2 6年 2 2

25歳 1 1 7年 4 1 3

26歳 1 1 8年 4 4

27歳 7 7 9年 5 1 4

28歳 6 6 10年 13 3 9 1

29歳 11 8 3 11年 12 12

30歳 6 4 2 12年 10 3 7

31歳 7 6 1 13年 10 7 3

32歳 5 5 14年 10 5 5

33歳 5 5 15年 10 5 5

34歳 7 3 4 16年 10 10

35歳 10 8 2 17年 10 10

36歳 7 4 3 18年

37歳 12 11 1 19年

38歳 5 5 20年 5 5

39歳 1 1 21年 3 2 1

40歳 6 6 22年 1 1

41歳 6 6 23年

42歳 3 3 24年 1 1

43歳 25年 4 1 2 1

44歳 4 4 26年 2 2

45歳 4 3 1 27年 2 2

46歳 3 3 28年 2 2

47歳 29年

48歳 5 4 1 30年 3 3

49歳 31年 2 2

50歳 2 2 32年 3 3

51歳 3 3 33年

52歳 34年 2 2

53歳 3 3 35年 2 2

54歳 2 2 36年 2 2

55歳 1 1 37年 2 2

56歳 4 3 1 38年 2 2

57歳 39年

58歳 40年

59歳 3 1 2 41年 3 1 2

60歳 3 3 42年 3 3

合  計 162 1 8 22 52 37 22 18 2 合　　計 162 1 8 22 52 37 22 18 2

平均年齢 36.3 59.0 56.1 50.6 38.4 31.8 27.7 21.7 42.5 平均年数 16.2 41 38 31.3 16.8 12.1 8.68 2.78 17.5

表12.13は、令和6年4月1日現在

※消防吏員の勤続年数は、旧栗原地域広域行政事務組合事務部局及び栗原市の他部局への出向期間を含む期間である。

※事務職員の勤続年数は、消防本部出向前及び合併前の旧町村の期間を含む。

12．消防職員階級別年齢　　 13．消防職員勤続年数　　　
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消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

計

4 7 17 10 4 42

一種 1 6 19 36 23 19 9 113

二種 3 1 4

1 8 19 47 22 13 110

2 28 29 12 71

一種 15 15

二種 1 5 5 11

1 3 5 1 1 11

1 1 2

１級 1 6 3 1 11

２級 3 8 25 37 29 18 120

３級 4 26 30

乙種４類 1 3 2 1 7

乙種６類 3 11 4 2 1 21

乙種４類 2 12 46 37 29 17 143

丙種 1 6 4 2 13

2 1 3

1 1 2

2 3 2 1 1 9

1 2 1 2 6

1 3 4

1 2 7 11 7 6 4 38

1 6 7 1 15

2 2

2 1 3

1 1 12 18 8 8 4 52

1 1 13 13 8 8 4 48

1 1 6 8

1 3 1 2 7

8 2 5 15

1 4 28 30 13 1 77

1 5 9 5 1 1 22

2 4 2 1 9

（限定解除含む）

普 通 免 許

6 15 10 5 39

265 11 89

玉 掛 技 能 者

予 防 技 術 検 定 （ 消 防 用 設 備 等 ）

（一級・二級〔湖川小出力限定含む〕）

予 防 技 術 検 定 （ 危 険 物 ）

毒 劇 物 取 扱 責 任 者

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者

衛 生 管 理 者

自

動

車

運

転

免

許
け ん 引 ( 一 種 ）

14．消防職員技術資格取得状況

大 型 免 許

救 急 救 命 士

　

大 型 特 殊 免 許 ( 一 種 ）

1 2

予 防 技 術 検 定 （ 防 火 査 察 ）

スイフトウォーターレスキューテクニシャンレベル１クラス

テクニカルロープレスキューテクニシャン

陸 上 特 殊 無 線 技 士

ガ ス 溶 接 作 業 主 任 者

小型移動式クレーン運転技能資格者

足 場 の 組 立 等 作 業 主 任 者

高 圧 ガ ス 製 造 保 安 責 任 者

火 薬 類 取 扱 主 任 者

電 気 工 事 士 ( 一 種 ･ 二 種 )

特 定 化 学 物 質 等 作 業 主 任 者

危 険 物 取 扱 者

小 型 船 舶 操 縦 士
1

普 通 二 輪 免 許

中　 型　 免　 許

準　中　型　免　許

消 防 設 備 士

ボ イ ラ ー 技 師

1

階  級 

 資格種別 
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1
5
．

職
員

教
育

派
遣

状
況

消 防 監

消 防 司 令 長

消 防 司 令

消 防 司 令 補

消 防 士 長

消 防 副 士 長

消 防 士
計

1
1

1
1

1

1
1

1

1
1

1
1

2
1

1
1

1
2

3
3

2
5

3
4

2
5

4
5

1
2

2
2

2
2

2
2

2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2

2
2

2

1
2

2
2

2
2

2
2

2
1

2
2

2
2

2
2

1
1

1
1

1
1

2
2

1
1

1
1

1
1

1
1

3
1
0

4
3

6
6

5
2

1
1

1
1

1

1

1
1

1
1

1
1

1

1
2

3
3

1
1

2
2

3

1
1

2
3

3
5

6
6

2
0

1
5

2
9

1
2

2
7

1
7

2
3

2
1

2
3

2
0

2
2

2
2

1
2

1
2

2
2

2

1
1

1

3
5

8
6

2
2

1
9

3
2

1
5

2
9

1
9

2
6

2
5

2
7

2
4

幹
部

科

救
急

隊
員

再
教

育
講

習

気
管

挿
管

講
習

薬
剤

投
与

講
習

初
級

幹
部

科

救
急

科
(
標

準
課

程
)

専
科

教
育

救
急

科

危
険

物
科

小
　

　
計

指
揮

隊
長

教
育

講
習

上
級

幹
部

科

救
急

救
命

士
再

教
育

講
習

警
防

科

危
険

物
科

上
級

幹
部

科

火
災

調
査

科

予
防

査
察

科

宮 城 県 消 防 学 校

火
災

調
査

科

救
助

隊
員

再
教

育
講

習

特
殊

災
害

科

救
助

隊
長

教
育

講
習

救
急

救
命

士
処

置
拡

大
講

習

中
級

幹
部

科

女
性

消
防

吏
員

特
別

講
習

特
別

教
育

通
信

指
令

員
講

習

合
　

　
計

小
　

　
計

救
急

救
命

九
州

研
修

所
そ

の
他

学 校 教 育

初
任

総
合

教
育

警
防

科

救
急

救
命

東
京

研
修

所

幹
部

教
育

消 防 大 学 校

2
8

年 度

2
7

年 度

2
6

年 度

救
助

科

2
9

年 度

４ 年 度

２ 年 度

令
和

５
年

度
３ 年 度

予
防

科

元 年 度

3
0

年 度

1
5
．

職
員

教
育

派
遣

状
況

消 防 監

消 防 司 令 長

消 防 司 令

消 防 司 令 補

消 防 士 長

消 防 副 士 長

消 防 士
計

1
1

1
1

1

1
1

1

1
1

1
1

2
1

1
1

1
2

3
3

2
5

3
4

2
5

4
5

1
2

2
2

2
2

2
2

2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2
2

2

2
2

2

1
2

2
2

2
2

2
2

2
1

2
2

2
2

2
2

1
1

1
1

1
1

2
2

1
1

1
1

1
1

1
1

3
1
0

4
3

6
6

5
2

1
1

1
1

1

1

1
1

1
1

1
1

1

1
2

3
3

1
1

2
2

3

1
1

2
3

3
5

6
6

2
0

1
5

2
9

1
2

2
7

1
7

2
3

2
1

2
3

2
0

2
2

2
2

1
2

1
2

2
2

2

1
1

1

3
5

8
6

2
2

1
9

3
2

1
5

2
9

1
9

2
6

2
5

2
7

2
4

幹
部

科

救
急

隊
員

再
教

育
講

習

気
管

挿
管

講
習

薬
剤

投
与

講
習

初
級

幹
部

科

救
急

科
(
標

準
課

程
)

専
科

教
育

救
急

科

危
険

物
科

小
　

　
計

指
揮

隊
長

教
育

講
習

上
級

幹
部

科

救
急

救
命

士
再

教
育

講
習

警
防

科

危
険

物
科

上
級

幹
部

科

火
災

調
査

科

予
防

査
察

科

宮 城 県 消 防 学 校

火
災

調
査

科

救
助

隊
員

再
教

育
講

習

特
殊

災
害

科

救
助

隊
長

教
育

講
習

救
急

救
命

士
処

置
拡

大
講

習

中
級

幹
部

科

女
性

消
防

吏
員

特
別

講
習

特
別

教
育

通
信

指
令

員
講

習

合
　

　
計

小
　

　
計

救
急

救
命

九
州

研
修

所
そ

の
他

学 校 教 育

初
任

総
合

教
育

警
防

科

救
急

救
命

東
京

研
修

所

幹
部

教
育

消 防 大 学 校

2
8

年 度

2
7

年 度

2
6

年 度

救
助

科

2
9

年 度

４ 年 度

２ 年 度

令
和

５
年

度
３ 年 度

予
防

科

元 年 度

3
0

年 度

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

計

4 7 17 10 4 42

一種 1 6 19 36 23 19 9 113

二種 3 1 4

1 8 19 47 22 13 110

2 28 29 12 71

一種 15 15

二種 1 5 5 11

1 3 5 1 1 11

1 1 2

１級 1 6 3 1 11

２級 3 8 25 37 29 18 120

３級 4 26 30

乙種４類 1 3 2 1 7

乙種６類 3 11 4 2 1 21

乙種４類 2 12 46 37 29 17 143

丙種 1 6 4 2 13

2 1 3

1 1 2

2 3 2 1 1 9

1 2 1 2 6

1 3 4

1 2 7 11 7 6 4 38

1 6 7 1 15

2 2

2 1 3

1 1 12 18 8 8 4 52

1 1 13 13 8 8 4 48

1 1 6 8

1 3 1 2 7

8 2 5 15

1 4 28 30 13 1 77

1 5 9 5 1 1 22

2 4 2 1 9

（限定解除含む）

普 通 免 許

6 15 10 5 39

265 11 89

玉 掛 技 能 者

予 防 技 術 検 定 （ 消 防 用 設 備 等 ）

（一級・二級〔湖川小出力限定含む〕）

予 防 技 術 検 定 （ 危 険 物 ）

毒 劇 物 取 扱 責 任 者

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者

衛 生 管 理 者

自

動

車

運

転

免

許
け ん 引 ( 一 種 ）

14．消防職員技術資格取得状況

大 型 免 許

救 急 救 命 士

　

大 型 特 殊 免 許 ( 一 種 ）

1 2

予 防 技 術 検 定 （ 防 火 査 察 ）

スイフトウォーターレスキューテクニシャンレベル１クラス

テクニカルロープレスキューテクニシャン

陸 上 特 殊 無 線 技 士

ガ ス 溶 接 作 業 主 任 者

小型移動式クレーン運転技能資格者

足 場 の 組 立 等 作 業 主 任 者

高 圧 ガ ス 製 造 保 安 責 任 者

火 薬 類 取 扱 主 任 者

電 気 工 事 士 ( 一 種 ･ 二 種 )

特 定 化 学 物 質 等 作 業 主 任 者

危 険 物 取 扱 者

小 型 船 舶 操 縦 士
1

普 通 二 輪 免 許

中　 型　 免　 許

準　中　型　免　許

消 防 設 備 士

ボ イ ラ ー 技 師

1

階  級 

 資格種別 
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令和6年4月1日現在

協定の名称 協定年月日 協定団体・関係機関等 内　　容

東 北 自 動 車 道
消 防 相 互 応 援 協 定

昭和53年11月27日 一関市､栗原市
東北自動車道における救急業務
に関する相互応援協定について

広 域
消 防 相 互 応 援 協 定

昭和59年 8月29日 湯沢市､栗原市
火災・救急業務及びその他の災
害の応援協定について

東北自動車道宮城県
消 防 相 互 応 援 協 定

昭和63年 7月 1日

仙台市､名取市､黒川地域行政事務
組合､大崎地域広域行政事務組
合、仙南地域広域行政事務組合､
栗原市

東北自動車道における救急業務
に関する相互応援協定について

宮 城 県 広 域 消 防
相 互 応 援 協 定

平成31年 4月 1日

仙台市､名取市､亘理地区行政事務
組合､石巻地区広域行政事務組合､
塩釜地区消防事務組合､仙南地域
広域行政事務組合､大崎地域広域
行政事務組合、登米市、気仙沼･
本吉地域広域行政事務組合、黒川
地域行政事務組合､栗原市

地震風水害、山林地域での林野
火災・大災害、高層建築物の火
災等大規模災害が発生した場合
に相互に応援する協定

宮 城 県 広 域 航 空
消 防 相 互 応 援 協 定

平成31年 4月 1日

宮城県､仙台市､名取市､亘理地区
行政事務組合､石巻地区広域行政
事務組合､塩釜地区消防事務組合､
仙南地域広域行政事務組合､大崎
地域広域行政事務組合､登米市､気
仙沼･本吉地域広域行政事務組合､
黒川地域行政事務組合､栗原市

宮城県の所有する防災ヘリコプ
ターの応援に関し必要な事項を
定める協定

宮 城 県 内 航 空
消 防 応 援 協 定

平成31年 4月 1日

仙台市､名取市､石巻地区広域行政
事務組合､塩釜地区消防事務組合､
亘理地区行政事務組合､仙南地域
広域行政事務組合､大崎地域広域
行政事務組合､登米市､気仙沼･本
吉地域広域行政事務組合､黒川地
域行政事務組合､栗原市

　仙台市の所有する消防ヘリコ
プターの応援に関し必要な事項
を定める協定

宮城県防災ヘリコプ
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関との連携に関する
協 定

平成21年12月25日

仙台市、名取市、岩沼市、登米
市、石巻地区広域行政事務組合、
塩釜地区消防事務組合、亘理地区
行政事務組合、仙南地域広域行政
事務組合、大崎地域広域行政事務
組合、気仙沼・本吉地域広域行政
事務組合、栗原市

鉄道災害発生時における鉄道事
業者と消防機関との、より迅速
かつ効率的な消防活動及び安全
管理体制の確保について定める
協定

16.消防応援協定
令和6年4月1日現在

協定の名称 協定年月日 協定団体・関係機関等 内　　容

東 北 自 動 車 道
消 防 相 互 応 援 協 定

昭和53年11月27日 一関市､栗原市
東北自動車道における救急業務
に関する相互応援協定について

広 域
消 防 相 互 応 援 協 定

昭和59年 8月29日 湯沢市､栗原市
火災・救急業務及びその他の災
害の応援協定について

東北自動車道宮城県
消 防 相 互 応 援 協 定

昭和63年 7月 1日

仙台市､名取市､黒川地域行政事務
組合､大崎地域広域行政事務組
合、仙南地域広域行政事務組合､
栗原市

東北自動車道における救急業務
に関する相互応援協定について

宮 城 県 広 域 消 防
相 互 応 援 協 定

平成31年 4月 1日

仙台市､名取市､亘理地区行政事務
組合､石巻地区広域行政事務組合､
塩釜地区消防事務組合､仙南地域
広域行政事務組合､大崎地域広域
行政事務組合、登米市、気仙沼･
本吉地域広域行政事務組合、黒川
地域行政事務組合､栗原市

地震風水害、山林地域での林野
火災・大災害、高層建築物の火
災等大規模災害が発生した場合
に相互に応援する協定

宮 城 県 広 域 航 空
消 防 相 互 応 援 協 定

平成31年 4月 1日

宮城県､仙台市､名取市､亘理地区
行政事務組合､石巻地区広域行政
事務組合､塩釜地区消防事務組合､
仙南地域広域行政事務組合､大崎
地域広域行政事務組合､登米市､気
仙沼･本吉地域広域行政事務組合､
黒川地域行政事務組合､栗原市

宮城県の所有する防災ヘリコプ
ターの応援に関し必要な事項を
定める協定

宮 城 県 内 航 空
消 防 応 援 協 定

平成31年 4月 1日

仙台市､名取市､石巻地区広域行政
事務組合､塩釜地区消防事務組合､
亘理地区行政事務組合､仙南地域
広域行政事務組合､大崎地域広域
行政事務組合､登米市､気仙沼･本
吉地域広域行政事務組合､黒川地
域行政事務組合､栗原市

　仙台市の所有する消防ヘリコ
プターの応援に関し必要な事項
を定める協定

宮城県防災ヘリコプ
ターを使用した大規
模特殊災害時におけ
る広域航空消防応援
に 関 す る 協 定

平成16年 4月 1日

宮城県､仙台市､名取市､岩沼市、
亘理地区行政事務組合､石巻地区
広域行政事務組合､塩釜地区消防
事務組合､仙南地域広域行政事務
組合､大崎地域広域行政事務組合､
登米市､気仙沼･本吉地域広域行政
事務組合､黒川地域行政事務組合､
栗原市

宮城県に派遣されている職員の
応援派遣に関する手続き等につ
いて定める協定

岩手・宮城県際市町
災害時相互応援協定

平成18年 7月 6日
一関市､平泉町､大船渡市､陸前高
田市､住田町､気仙沼市､南三陸町､
本吉町､登米市､栗原市

災害対策基本法第２条第１号に
規定する災害及び火災、水害そ
の他の災害

鉄道災害時における
鉄道事業者と消防機
関との連携に関する
協 定

平成21年12月25日

仙台市、名取市、岩沼市、登米
市、石巻地区広域行政事務組合、
塩釜地区消防事務組合、亘理地区
行政事務組合、仙南地域広域行政
事務組合、大崎地域広域行政事務
組合、気仙沼・本吉地域広域行政
事務組合、栗原市

鉄道災害発生時における鉄道事
業者と消防機関との、より迅速
かつ効率的な消防活動及び安全
管理体制の確保について定める
協定

16.消防応援協定



－ 19－

分団数 班数

(0)

5 21 (19) 20

6 26 (4) 26

7 18 (9) 28

5 9 (6) 9

6 30 (6) 28

5 13 (3) 12

4 7 (0) 6

5 24 (1) 27

4 11 (5) 9

3 7 (12) 6

50 166 (65) 171

    ※(　)内は小型動力消防ポンプ積載車数。

   

 4部

 3部

(9)

(28)

(25)

(28)

24班

(6)

12部

21班

消防ポンプ
自動車台数

1

176

213

169

その他小型
動力ポンプ

台数

(19)

消防団

17.栗原市消防団の消防力現勢

高 清 水

一 迫

若 柳

栗 駒

本 部

行 政 区

38

3

団員数(女性団員)

 瀬峰地区団

 築館地区団

18.栗原市消防団組織図

花 山

地 区 団 名

金 成

築 館

25

5分団

 志波姫地区団

 花山地区団

14

255

 消防団本部

 栗駒地区団

 金成地区団

 鶯沢地区団

 高清水地区団

栗原市消防団

志 波 姫

合 計

 一迫地区団

13

33

 若柳地区団

17

鶯 沢

瀬 峰

8

17

40

50

1

175

246

3分団

5分団

4分団

5分団

7班

1

1

1

7分団

5分団

4分団 11班

26班15部

 4部

12部

7班

9班

30班

 5部 13班

17部

5部

6分団

18班

6分団

4部

1,369

(23)

(9)

3147

122 1

1

令和6年4月1日現在

令和6年4月1日現在

(12)

43

12 (165)

111

64

1

(6)

分団数 班数

(0)

5 21 (19) 20

6 26 (4) 26

7 18 (9) 28

5 9 (6) 9

6 30 (6) 28

5 13 (3) 12

4 7 (0) 6

5 24 (1) 27

4 11 (5) 9

3 7 (12) 6

50 166 (65) 171

    ※(　)内は小型動力消防ポンプ積載車数。

   

 4部

 3部

(9)

(28)

(25)

(28)

24班

(6)

12部

21班

消防ポンプ
自動車台数

1

176

213

169

その他小型
動力ポンプ

台数

(19)

消防団

17.栗原市消防団の消防力現勢

高 清 水

一 迫

若 柳

栗 駒

本 部

行 政 区

38

3

団員数(女性団員)

 瀬峰地区団

 築館地区団

18.栗原市消防団組織図

花 山

地 区 団 名

金 成

築 館

25

5分団

 志波姫地区団

 花山地区団

14

255

 消防団本部

 栗駒地区団

 金成地区団

 鶯沢地区団

 高清水地区団

栗原市消防団

志 波 姫

合 計

 一迫地区団

13

33

 若柳地区団

17

鶯 沢

瀬 峰

8

17

40

50

1

175

246

3分団

5分団

4分団

5分団

7班

1

1

1

7分団

5分団

4分団 11班

26班15部

 4部

12部

7班

9班

30班

 5部 13班

17部

5部

6分団

18班

6分団

4部

1,369

(23)

(9)

3147

122 1

1

令和6年4月1日現在

令和6年4月1日現在

(12)

43

12 (165)

111

64

1

(6)

分団数 班数

(0)

5 21 (19) 20

6 26 (4) 26

7 18 (9) 28

5 9 (6) 9

6 30 (6) 28

5 13 (3) 12

4 7 (0) 6

5 24 (1) 27

4 11 (5) 9

3 7 (12) 6

50 166 (65) 171

    ※(　)内は小型動力消防ポンプ積載車数。

   

 4部

 3部

(9)

(28)

(25)

(28)

24班

(6)

12部

21班

消防ポンプ
自動車台数

1

176

213

169

その他小型
動力ポンプ

台数

(19)

消防団

17.栗原市消防団の消防力現勢

高 清 水

一 迫

若 柳

栗 駒

本 部

行 政 区

38

3

団員数(女性団員)

 瀬峰地区団

 築館地区団

18.栗原市消防団組織図

花 山

地 区 団 名

金 成

築 館

25

5分団

 志波姫地区団

 花山地区団

14

255

 消防団本部

 栗駒地区団

 金成地区団

 鶯沢地区団

 高清水地区団

栗原市消防団

志 波 姫

合 計

 一迫地区団

13

33

 若柳地区団

17

鶯 沢

瀬 峰

8

17

40

50

1

175

246

3分団

5分団

4分団

5分団

7班

1

1

1

7分団

5分団

4分団 11班

26班15部

 4部

12部

7班

9班

30班

 5部 13班

17部

5部

6分団

18班

6分団

4部

1,369

(23)

(9)

3147

122 1

1

令和6年4月1日現在

令和6年4月1日現在

(12)

43

12 (165)

111

64

1

(6)

分団数 班数

(0)

5 21 (19) 20

6 26 (4) 26

7 18 (9) 28

5 9 (6) 9

6 30 (6) 28

5 13 (3) 12

4 7 (0) 6

5 24 (1) 27

4 11 (5) 9

3 7 (12) 6

50 166 (65) 171

    ※(　)内は小型動力消防ポンプ積載車数。

   

 4部

 3部

(9)

(28)

(25)

(28)

24班

(6)

12部

21班

消防ポンプ
自動車台数

1

176

213

169

その他小型
動力ポンプ

台数

(19)

消防団

17.栗原市消防団の消防力現勢

高 清 水

一 迫

若 柳

栗 駒

本 部

行 政 区

38

3

団員数(女性団員)

 瀬峰地区団

 築館地区団

18.栗原市消防団組織図

花 山

地 区 団 名

金 成

築 館

25

5分団

 志波姫地区団

 花山地区団

14

255

 消防団本部

 栗駒地区団

 金成地区団

 鶯沢地区団

 高清水地区団

栗原市消防団

志 波 姫

合 計

 一迫地区団

13

33

 若柳地区団

17

鶯 沢

瀬 峰

8

17

40

50

1

175

246

3分団

5分団

4分団

5分団

7班

1

1

1

7分団

5分団

4分団 11班

26班15部

 4部

12部

7班

9班

30班

 5部 13班

17部

5部

6分団

18班

6分団

4部

1,369

(23)

(9)

3147

122 1

1

令和6年4月1日現在

令和6年4月1日現在

(12)

43

12 (165)

111

64

1

(6)

分団数 班数

(0)

5 21 (19) 20

6 26 (4) 26

7 18 (9) 28

5 9 (6) 9

6 30 (6) 28

5 13 (3) 12

4 7 (0) 6

5 24 (1) 27

4 11 (5) 9

3 7 (12) 6

50 166 (65) 171

    ※(　)内は小型動力消防ポンプ積載車数。

   

 4部

 3部

(9)

(28)

(25)

(28)

24班

(6)

12部

21班

消防ポンプ
自動車台数

1

176

213

169

その他小型
動力ポンプ

台数

(19)

消防団

17.栗原市消防団の消防力現勢

高 清 水

一 迫

若 柳

栗 駒

本 部

行 政 区

38

3

団員数(女性団員)

 瀬峰地区団

 築館地区団

18.栗原市消防団組織図

花 山

地 区 団 名

金 成

築 館

25

5分団

 志波姫地区団

 花山地区団

14

255

 消防団本部

 栗駒地区団

 金成地区団

 鶯沢地区団

 高清水地区団

栗原市消防団

志 波 姫

合 計

 一迫地区団

13

33

 若柳地区団

17

鶯 沢

瀬 峰

8

17

40

50

1

175

246

3分団

5分団

4分団

5分団

7班

1

1

1

7分団

5分団

4分団 11班

26班15部

 4部

12部

7班

9班

30班

 5部 13班

17部

5部

6分団

18班

6分団

4部

1,369

(23)

(9)

3147

122 1

1

令和6年4月1日現在

令和6年4月1日現在

(12)

43

12 (165)

111

64

1

(6)

分団数 班数

(0)

5 21 (19) 20

6 26 (4) 26

7 18 (9) 28

5 9 (6) 9

6 30 (6) 28

5 13 (3) 12

4 7 (0) 6

5 24 (1) 27

4 11 (5) 9

3 7 (12) 6

50 166 (65) 171

    ※(　)内は小型動力消防ポンプ積載車数。

   

 4部

 3部

(9)

(28)

(25)

(28)

24班

(6)

12部

21班

消防ポンプ
自動車台数

1

176

213

169

その他小型
動力ポンプ

台数

(19)

消防団

17.栗原市消防団の消防力現勢

高 清 水

一 迫

若 柳

栗 駒

本 部

行 政 区

38

3

団員数(女性団員)

 瀬峰地区団

 築館地区団

18.栗原市消防団組織図

花 山

地 区 団 名

金 成

築 館

25

5分団

 志波姫地区団

 花山地区団

14

255

 消防団本部

 栗駒地区団

 金成地区団

 鶯沢地区団

 高清水地区団

栗原市消防団

志 波 姫

合 計

 一迫地区団

13

33

 若柳地区団

17

鶯 沢

瀬 峰

8

17

40

50

1

175

246

3分団

5分団

4分団

5分団

7班

1

1

1

7分団

5分団

4分団 11班

26班15部

 4部

12部

7班

9班

30班

 5部 13班

17部

5部

6分団

18班

6分団

4部

1,369

(23)

(9)

3147

122 1

1

令和6年4月1日現在

令和6年4月1日現在

(12)

43

12 (165)

111

64

1

(6)


